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C O N T E N T S

「優れた製品とサービスを提供し、お客様に満足と喜びをおくる。」

「独自の発想と技術により、新たな価値を創造する。」

「個々の人間性と能力を尊重し、自由闊達な風土を作る。」

「人と社会と自然の調和を図り環境維持につとめる。」

「地域社会の発展のために、企業市民としての責任を全うする。」

「適正な利潤の確保により、継続的な成長を果たす。」
（『経営姿勢』より）
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クラリオンは、取締役8名（うち社外取締役2名）、監査役4名

（うち社外監査役2名）で構成される監査役会設置会社です。取

締役会は、グループ全体の経営基本方針および経営の重要な

意思決定と業務執行を指揮監督。各監査役は、客観的立場か

ら取締役の職務執行を監視・検証し、定期的に代表取締役と意

見交換を行うなど監査の実効性と効率性の向上を図ります。ま

た、執行役員制度を導入し、監督と執行を分離。さらに、取締役

会を補佐する経営会議は、取締役および執行役員等によって

構成され、経営の方向性や方針を明確にします。

内部監査部門は、社内各部門およびグループ各社の内部監

査を定期的に実施し、業務活動の効率性、適法性、社内規程

の遵守等に関する検証を行い、監査結果を代表取締役へ報告

するとともに、必要に応じて評価や改善指導を行います。

このようにクラリオンでは、経営の透明性・健全性を確保する

ガバナンス体制の充実を図っています。

コーポレートガバナンスの重要性が注目されるなか、内部統制

整備を進め、その機能の向上に取り組んでいます。

2006年度には会社法施行に伴い、取締役会決議により「内

部統制システム基本方針」を新たに制定し、これに基づき、毎

年全社的統制に関する経営者評価を実施しています。2007年

度からは日立グループの一員として、国内外のグループ会社を整

備対象に米国の企業改革法（US-SOX法）に準拠した内部統

制整備を進め、結果を日立製作所に報告しています。さらに、

2008年度からは、クラリオングループとして金融商品取引法（J-

SOX法）に基づいた内部統制の整備と評価を行い、内部統制

報告書を金融庁に提出しています。

これまで各年度でクラリオングループとして内部統制上の欠

陥はありません。評価段階で検出された不備事項は改善し、内

部統制の品質向上につなげました。こうした取り組みを継続し、

グループ全体の経営品質をさらに向上させていきます。

コーポレートガバナンス体制 内部統制再整備への取り組み

クラリオンは、コーポレートガバナンスを重視し、その体制を整備しています。リスク管理体制や内部統制再整備への取り
組み等を通じて、常に経営の透明性を確保するよう努めています。

● ガバナンス体制図 ● 内部統制の質的向上

コーポレートガバナンス体制
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クラリオンでは、社会の要請に応えるために、コンプライアンス

の取り組みを始め、環境保全の取り組みや地域社会への貢献

などグループ一体となった活動に努めてきました。そしてコンプラ

イアンス活動については、特に際立った活動を進めている拠点

の表彰や、グループ各社の活動状況の共有を図るなどの具体

的な取り組みを進めてきました。その結果、2003年度から始めた

コンプライアンスの取り組みは国内や海外の関係会社で定着

し、社会の要請に応えるため法令やルールを守るという意識は、

より高まっています。

しかし、これからの時代の“価値ある企業”とは、利益を追求す

るばかりではなく、社会的責任をしっかりと果たし、ユーザーはもち

ろん社会全体から信頼され必要とされる企業です。そして自ら進

むべき方向性を明確に社会に向けて発信していくこともその責

任のひとつだと考えます。このような観点に立ち、これまでのコン

プライアンスの取り組みに加え、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果

たすためにクラリオングループとしてのＣＳＲの取り組みをより充

実させていきます。

CSR経営に向けた取り組み

コンプライアンス推進体制

コンプライアンスの取り組み

コンプライアンス相談・通報窓口

コンプライアンス・リスク評価表

クラリオングループ行動規範

クラリオンは、2003年度から「企業理念を核としたコンプライアンス・プログラムを基本に企業倫理の確立を図る」という
方針を掲げています。クラリオンは、コンプライアンス・プログラムを国内外のグループ全体に拡げるとともに、コンプライア
ンス体制を強化し、誠実で透明性のある企業をめざしています。

CSR経営とコンプライアンス体制の確立

クラリオンのＣＳＲ経営

クラリオングループ行動規範
コンプライアンス推進体制
コンプライアンス・リスク評価
教育・研修

相談・通報制度
コンプライアンス監査
関係会社展開支援
意識調査

クラリオングループの取り組みを
コンプライアンスからＣＳＲへと拡充

クラリオンのＣＳＲは、環境・社会・経済の３つの側面から構成され、それぞれの 
課題を達成することによりＣＳＲ経営を推進しています。

企業理念

コンプライアンス・プログラム

社会的側面

環境マネジメント/ 環境配慮型製品 /
環境保全活動 / 環境教育

また、これまでも将来世代への支援や被災地への支援等さま

ざまな取り組みを通じて地域社会に貢献してまいりました。これら

の活動をさらに進めるとともに、企業としてどのように社会に貢献

し、また責任を果たしていくかを考え、より具体的な取り組みを推

進していきます。そして、CSR経営の確立をめざしていきます。

2003年７月に社長を委員長とする「コンプライアンス委員

会」を設置しました。

定期的に委員会を開催し、活動方針の確認や各部門のコン

プライアンス活動報告を行うとともにコンプライアンス上の問題

について意見交換を行い、情報共有を図っています。また、グルー

プ会社とも定期的に連絡

会議を開催しています。

2003年度の取り組み開始時に制定したコンプライアンス行

動指針に代えて、2010年度末にクラリオングループ行動規範

を制定しました。

クラリオングループ行動規範

も、従前と同様にイントラネットで

社員に周知するとともに、ホーム

ページで広く社外にも公表して

います。

コンプライアンス･リスク評価表に基づきPDCA
のサイクルを着実に積み重ねた結果、コンプライ
アンスへの取り組みは意識面でも行動面でも定
着していると思います。これからは「企業の社会
的責任＝ＣＳＲ」という観点でこれまでの活動を
更に発展させることが、クラリオンのブランドイメー
ジ向上に貢献すると考えています。皆さんとグッド
コミュニケーションを維持しつつ、「地道に」活動
を進めてまいります。皆さんのご支援とご協力をお
願いします。岩﨑 和美

CSR推進室

2003年度からスタートしたコンプライアンスの取り組みは、そ

の導入期に行動指針の制定や推進体制の整備を行うととも

に、国内外のグループ会社にも展開しました。また、準拠法令とコ

ンプライアンス・リスクを整理したリスク評価表をベースに、各部

門でPDCAサイクル※をまわし、リスクを低減する活動を重点的

に進めています。さらに、継続的に意識啓発を行うために、毎年

全管理職を対象に他社事例や新規・改正法令等を取り上げた

研修会を開催しています。例年、部門との意見交換会やコンプ

ライアンス意識調査およびコンプライアンス監査も行っていま

す。これからもこのような取り組みを継続し、さらなるリスク低減と

グローバルでの活動のレベルアップを図っています。

※ PDCAサイクル：計画を立て（Plan）、実行し（Do）、その評価（Check）に基づいて、
    改善を行う（Action）、という工程を継続的に繰り返す仕組み。

2003年11月に「コンプライアンス相談・通報窓口」を開設しま

した。相談によるコンプライアンス違反の未然防止や、通報を肯

定することによって、コンプライアンス違反の出来ない風土づくり

を図るためです。匿名でも受け付けていますが、より相談・通報し

やすい環境を整えるために、2004年11月に社外の受付窓口

（電話、ファックス）を設けました。また、2006年4月の公益通報

者保護法施行に伴い、運用方法や仕組みを「社内通報規程」と

して定め、周知しています。窓口開設時から2010年度までの総

相談・通報件数は190件（月平均1.8件）ですが、グラフのとおり、

通報よりはむしろ相談が多く、コミュニケーションツールとしても機

能してきていると認識しています。

コンプライアンス･プログラムの重点的取り組みとして、リスク

の洗い出しを行っています。

各部門が実際の業務に関わる法令やコンプライアンス・リス

クを抽出し、その発生危険度や影響度を分析したものを、対応・

防止策を含め「コンプライアンス・リスク評価表」として管理して

います。さらに毎年リスク低減のための計画を策定・実施し、その

結果を改善につなげています。

● 相談・通報状況

● クラリオンのコンプライアンス·プログラムの展開

● コンプライアンスへの取り組み経緯

経済的側面

環境的側面

コンプライアンス/ 内部統制 /
品質管理 / 個人情報管理 /
情報セキュリティ/
社会貢献 / 雇用 /
人材育成 / 安全衛生

財務パフォーマンス/
株主への利益の配当 /
         適正な取引ＣＳＲ経営

の確立

第1章  誠実で公正な事業活動
第2章  環境の保全
第3章  社会との関係
第4章  人権の尊重
第5章  経営基盤
第6章  行動規範の遵守の仕組み
第7章  経営トップの責任
第8章  適用について

クラリオングループ行動規範

委員：各部門管理部長

事務局

総括委員：経営推進本部長

コンプライアンス委員長：社長
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コンプライアンス教育・研修

コンプライアンス監査／コンプライアンス意識調査

グローバルなコンプライアンスの取り組み

リスク管理体制
企業を取り巻く様々なリスクを的確に管理・対応し、企業価値

を維持・向上させるため、「リスク管理規程」を制定し、運用してい

ます。リスク管理体制としては、リスク管理委員会で経営全般の

リスクに対応し、その下に設置された危機管理委員会、コンプラ

イアンス委員会、開示委員会、情報セキュリティ委員会、貿易管

理委員会、環境委員会および品質会議で、それぞれの専門分

野への対応を行っています。また、これらの取り組みを内部監査

グループが定期的に監査することにより、PDCAサイクルをまわ

し、継続的改善につなげています。

コンプライアンス教育は、階層別に全社で継続的に行ってい

ます。新入社員に対するコンプライアンス・プログラム教育を始

め、管理職に対する課題別集合研修を実施しています。2011

年度は、環境規制と環境活動、リスクマネジメント、輸出貿易管

理等を中心に実施しました。この研修内容は、カスケード（階段

状）方式で各部門の一般社員へも展開しています。また、2004

年度に管理職を対象にｅ-ラーニングでの研修を開始しました

が、現在は一般社員に対しても研修を実施し、全社員へのコン

プライアンスの浸透を図っ

ています。さらにケースブッ

クやビデオなどを利用したコ

ンプライアンス意識の向上

にも努めています。

規準類がどれだけ守られているか、コンプライアンス上の問題

が起きないかなどを確認するため、2004年度から「コンプライア

ンス監査」を行っています。全ての本部を対象に、部門の取り組

みや法令遵守状況、情報セキュリティやリスク低減計画の進捗

状況などの確認を行い、必要な改善指導をしています。また、モ

ニタリングの一環として全社員に対して「コンプライアンス意識

調査」を定期的に行い、公表しています。

コンプライアンス・プログラムは、グループ全体に展開していま

す。現在導入しているグループ会社は、国内3社、海外16社に

渡っています。

各社とも本社に準じたコンプライアンス行動指針を制定し、海

外では英文だけでなく、中国語やマレー語等8か国語で作成しま

した。また、コンプライアンス・プログラムの中核であるリスクの洗

い出しとその対応計画の実施を本社と同様に進めています。

今後クラリオングループ行動規範を各社において社規化し、

周知展開する予定です。

● コンプライアンス意識調査

管理職研修会

アンケート調査設問（抜粋） 回答 08年9月 10年9月
あなたの部署では「コンプライアンスは重要」
との認識は浸透していますか？ 浸透している 95% 94%

あなたの上司はコンプライアンスの実践につ
いて具体的に説明、指導等していますか？ している 77% 88%

あなたの部署では打ち合わせなどで意見を気
がねなく言えますか？ 言える 83% 85%

あなたはコンプライアンス相談窓口に通報す
ることで不利益を受けると思いますか？ 思わない 70% 70%

あなたはコンプライアンス相談窓口への通報
方法を知っていますか？ 知っている 65% 72%

2010年9月実施　
全社員対象　回答率 90%〔　　　　　　　　　　　 〕

国内関係会社とは、定期的に連絡会議を開催し、活動計画

や実施状況を確認するとともに、課題の共有化を進めています。

また、ヒアリングやコンプライアンス監査を通じてレベルアップを

図っています。

海外関係会社とは、各拠点へのヒアリングや、拠点からの定

期報告とそのフォローにより活動を活性化させています。

■ コミュニケーション

● 各国語版のコンプライアンス行動指針

火災、大地震、自然災害など企業を取り巻く多種多様のリスク

に対して、即対応できるように、「危機管理マニュアル」を制定し

ています。また、組織やグループを横断した「危機管理委員会」を

設置し、危機管理体制を確立しています。定期的に開催してい

る危機管理委員会では、リスク対策に関して論議し、決定事項

については全社展開をしています。

■ 危機管理体制の確立

クラリオンは、株主・投資家の皆様に対して、クラリオンの事業活動状況や財務内容等の経営情報を的確かつ適時
に開示するとともに、会社の経営理念や経営方針を明確にお伝えすることが大切だと考えています。ホームページや

「株主通信」を通して、適切な情報開示に努めていきます。

株主・投資家とともに

株主価値の向上
クラリオンは、日立グループ入りして5年目を迎え、営業・技術・

購買分野での融合をさらに進めていくことにより「価値ある企

業」への変革をめざすとともに、車載機器専業メーカーとしてこれ

まで培った信頼と実績をもとに技術開発力の向上に努め、さらな

る進化を実現して株主価値の向上を図っていきます。

また、株主・投資家の皆様に企業ビジョンや事業戦略をお伝

えするために、ディスクロージャーポリシーを定めています。このポ

リシーのなかで、常に株主・投資家の視点に立った迅速、正確か

つ公平な開示を行うとともに、法令および取引所規則等を遵守

し、会社情報の公正な提供について真摯な姿勢で臨むことを掲

げています。

開示委員会の設置などにより、このディスクロージャーポリシー

に則り、公正かつ適時適切な開示に努めていきます。

● 所有者別分布状況 （2011年 3月31日現在）

● 所有株数別分布状況 （2011年 3月31日現在）

● 株主の状況 （2011年 3月31日現在）

発行可能株式総数: 450,000,000株

当期末発行済株式総数： 282,744,185株

総株主数: 19,451名

1人当たり平均所有株数： 14,536株

株主通信は、会社の経営状況や取り組み、実績等を株主の

皆様へお知らせするための冊子で、６月と１２月の年２回発行して

います。株主の皆様に見やすく、分かりやすい内容となるよう、心

がけて制作しています。ホームページでは、株主・投資家向けに、

IRライブラリーに決算等の会社情報を適宜掲載、更新していま

す。IR活動に関して、株主や投資家の皆様からのお問い合わせ

があった場合は、迅速な対応に努めています。また、年１回アニュ

アルレポートを発行しています。

■ タイムリーな情報開示

● 大株主 上位 10名 （2011年 3月31日現在）

株主通信 アニュアルレポート

株主名 持株数（千株） 持株比率

日立製作所 179,815 63.77%

日本トラスティ・サービス信託銀行 5,968 2.11%

日本証券金融 2,884 1.02%

日本マスタートラスト信託銀行 1,694 0.60%

クラリオン従業員持株会 1,510 0.53%

大和証券 966 0.34%

資産管理サービス信託銀行 900 0.31%

松井証券 888 0.31%

マネックス証券 813 0.28%

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリティーズ（ジャパン）リミテッド 719 0.25%

（注） 1. 上記のほか、自己株式792,769株を保有しています。
2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しています。
3. 信託銀行各社の株式数には、信託業務に係る株式数が含まれています。

株主・投資家の皆様へ当社の事業活動や財務
内容などの経営情報を迅速かつ公平に開示し、
それらに対する多様な意見を真摯に、かつ主体
的に受け止め、社会との双方向のつながりを促
進することがクラリオングループ行動規範に定め
られております。開示委員会事務局としてさまざ
まなＩＲ活動を通じて実行してまいりたいと考えて
おります。  

加藤　勝亮
人事総務部　
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クラリオンは、品質管理体制とあわせ、お客様とのコミュニケーションラインを強化しています。それは、お客様が 
CS（顧客満足）活動の原点であるからです。お客様の声は重要な情報として社内にフィードバックし、活用しています。 
お客様とともに歩み、お客様から確固たる信頼と満足を得ることがクラリオンの目標です。

お客様とともに

お客様満足と信頼の確保

クラリオンは、「移動空間における音と情報通信のつながりを

独自の発想と先進技術で、新たな領域まで進化させます。そして

世界中のお客様へ安心・安全・快適・感動を提供していきます。

私たちは業界の先端を走り続け、市場ニーズを的確に捉え将来

にわたる成長をめざします。」というビジョンを掲げています。

その実現のためには、法規制を遵守した上で、お客様のニーズ

を満たすことの重要性を組織内に周知し、それに対応する活動

を実践することが必要です。そこで、クラリオンは、品質に対する

基本方針を「お客様満足と信頼の確保」と定め、方針に則った

活動を推進することによって、当社の社会的存在価値を高めて

いくことをめざしています。

企業に対する信頼は一朝一夕で得られるものではありません。

また、一度得られた信頼もひとつの不祥事で容易に失われてしま

います。そのため、クラリオンは一つひとつの商品に対するお客

様の満足を積み重ね、「次もクラリオン」という信頼に繋げていく

ことを社員の誇りと考え、品質を重要な経営指標として取り組ん

でいます。

自社市販製品はもちろん、OEM製品でもお取引先の要求に

お応えする確かな品質保証体制を整備しています。その一環とし

てISO9001を母体とした自動車業界固有の品質マネジメントシ

ステムISO/TS16949の認証を全てのクラリオングループ生産

会社が取得しています。

また、2011年夏に正式発行が予定されている自動車に関す

る安全規格であるISO26262についても対応の準備を始めて

います。ISO26262は年々複雑化かつ大規模化するソフトウェ

アを含むシステムの不具合を未然に解決し、お客様に“安心・安

全”をお届けすることを目的にしています。

このように各プロセスを有機的に機能させ、品質マネジメントシ

ステムとして適切に維持することで、お客様に安心・安全・快適

な技術と品質を提供しています。

■ 品質方針

お客様相談室ではカーナビゲーションやカーオー
ディオ、特機といった商品はもとより、過去に販売
を行っていた住宅設備機器等のお客様対応を
行っています。時代の変化と共にお問い合せの
内容や傾向も変化してきており、丁寧な対応を皆
で心掛けています。

中園 雅貴
お客様相談室

お客様とのコミュニケーションラインの中核となるのがカスタ

マーサポートです。お客様相談室では、携帯電話を含め日本全

国からフリーダイヤルで対応しています。（2010年度：約６万件）

また、フリーダイヤル受付時間外でも、ホームペ－ジを通じたＥ

メールでのお問合せも可能で、さらにお問合せが多い質問項目は

「製品に関するＱ＆Ａ」として充実させ、ホームページにも多くのア

クセスをいただいています。（2010年度：110万件強）対象製品

分類ではカーナビゲーションに関するものが約70％を超え、本

来自動車メーカーへお問合せいただくべき純正商品に関しても

増加してきています。

お客様から寄せられたお問合せやご意見・ご要望は、正確に

把握・理解し、迅速・的確な回答に努め、あわせてお客様の声を

集約した「カスタマーレポート」を発行（１回/月）、製品機能・販売

/修理/サービス体制改善は「ＣＳ（顧客満足）会議」（１回/月）に

て協議し、実行しています。

また、昨今お問合せの大半を占めるカーナビゲーションに関し

ては、搭載されている地図の施設情報や目的地までの案内ルー

トに対するお問合せや修正依頼が多く、これらの情報は専用の

帳票で管理し、地図データ会社へフィードバックし、内容を精査し

た上で、次年度以降への反映がなされています。

2006年度からは、イントラネットを通じてグループ会社全体で 

お客様の声とその対応状況を閲覧可能にし、情報共有を図って

います。

お客様の声を基に改善を行った事例としては、HDDナビゲー

ションの画面OFF/時刻拡大表示、操作音のON/OFF、地図

更新の際に参考となる新規掲載道路・市町村合併状況のホー

ムページ記載、専用帳票返却の際の担当者の記名、機種毎の

地上デジタルＴＶチューナー接続方法のホームページ記載をはじ

め、カタログ・取り扱い説明書の表示・表現方法の改善などを実

施いたしました。

■ お客様と企業のコミュニケーションラインの充実

● 電話相談内容の種類

● お客様フィードバック体制

ナビ画面データ

ホームページ掲載画面

HDDナビゲーションの大きな時刻表示

ホームページ記載地図
データベース更新内容

お客様の満足向上のために
クラリオンでは、技術開発や製品品質の向上はもちろんのこ

と、お客様満足の向上のために、「お客様と企業のコミュニケー

ションライン」を充実させ、市場ニーズを把握し、「社内関係部門

への効果的なフィードバック」を通じて「商品やサービス向上」に

努めています。

■ ニーズの把握と社内フィードバック体制の強化

■ 品質保証体制の構築

より質の高い製品やサービスの提供

To p i c s  

より質の高い製品やサービスをご提供し、お取引先にとってClarion
が一層必要とされるブランドとなることをめざし、2010年度から「B to 
B お客様アンケート」を開始し、初年度は1,000名近くのお取引先に
回答をお願いしました。クラリオンのポジショニングやご指摘、ご要望
事項を生の声として可視化し、グループ内で共有することを通じて、目
的意識のベクトルを合わせることができるようになりました。

自動車メーカー様
カーディーラー様
広域量販店様等

クラリオン クラリオングループ各社

アンケート 分析結果



製品への責任と情報セキュリティ

● 盗難品確認システム

クラリオングループでは、良き企業市民をめざし、世界中で地域社会への様々な支援活動を行っています。地域社会へ
の貢献活動や自然災害時の被災地への支援など各国で幅広い活動を通じ、地域の発展に積極的に寄与しています。

地域社会とともに

社会貢献活動
クラリオングループでは、地域社会貢献活動、自然災害時の

被災地への支援、地域との交流などに重点を置き、各事業所が

主体となって社会貢献活動を展開しています。

● 国内のクラリオングループによる東日本大震災に対する支援

【義援金】
◆２０１１年３月１１日に発生した大地震により、東北地方を中心とし

て未曾有の被害が発生しました。震災を受け、クラリオングループ

では災害義援金対応要領に基づいてグループ社員（CMSは除

く）による義援金の募集を実施しました。

グループ社員による募金総額は、1,300,777円となり、日本赤十

字社を通じて寄付しました。
◆クラリオンとしては、グルー

プ社員の義援金とは別に

200万円を拠出し、クラリオ

ンと関連の深い福島県郡山

市に寄付しました。

● 地域社会貢献活動
◆中国のCXEEでは、各

部門から参加者を募り、海

岸のごみ回収を行い、地

域に貢献する地道な活動

を続けています。

● 地域との交流
◆ハンガリーのCHEでは参加者を募り、ルーマニア（トランシルバ

ニア地方）の児童養護施設を訪問しました。訪問に際し、昨年度

のクラリオンブランド表彰でCHEが獲得した賞金の約25％相当

と、有志がそれぞれ自主的に購入準備した文房具、書籍、CD・

DVD、菓子、洗剤等を寄付しました。当地方はかつてのハンガ

リー領土であり、施設はハンガリー人で構成され、CHEの訪問は

非常に歓迎されました。

【支援物資】
◆日立オートモティブシステムズグループとして茨城県・佐和地区

と福島県・郡山地区に対する支援物資を募集し、ダンボール47

箱分の支援物資を送付しました。
◆埼玉県災害対策本部にPND（パーソナル ナビゲーション デ

バイス・ワンセグTV内蔵）1,000台（3,980万円相当）を贈呈し

ました。このPNDは最終的には石巻市に贈呈され、被災地の

方々の情報源として大きく役立ちました。
◆福島第一原子力発電所事故により、さいたまスーパーアリー

ナに避難されていた福島県双葉町職員に対し、PNDを14台寄

贈しました。

● 海外のクラリオングループによる東日本大震災に対する支援

海外のグループ会社および社員による義援金は、CM・CPMの

1,644,600円を筆頭にCCAのUS$17,605やCHIグループの

483,857円等、義援金総額は日本円に換算して４，４１３，２３３円と

なり、日本国内のグループ会社の義援金総額を上回っています。

【ボランティア活動】
◆福島第一原子力発電所事故により、さいたまスーパーアリーナ

に避難されていた双葉町の方々への支援活動を目的に社内で

ボランティアを募集し、５名の申し出がありました。最終的には３

名が延べ５日間参加しました。

■ 自然災害時の被災地への支援（寄付活動） ■ 地域社会貢献活動

郡山市災害対策本部での義援金贈呈式

寄贈の後、中庭で記念撮影 訪問を記念した証書
を額にいれて進呈

「Clarion」ブランド価値向上の仕組みづくりが私の
業務です。先の大震災では本社に隣接するさいたま
スーパーアリーナに数千名もの被災者が避難されま
した。多くの仲間がボランティア活動に参加し、私も
食事の配給や臨時学校を手伝いました。日本が安ら
ぎを取り戻すには時間がかかりそうですが、このような
状況の中クラリオンも私も必要とされる存在であり続
けたいと思います。

岩波　寛 石崎　寧
生産企画管理部 グローバル戦略部 

クラリオンでは、販売する製品の特性を認識しその安全性に

留意するとともに、製品の安全に関する法律および安全基準

（製造物責任法、消費生活用製品安全法、道路運送車両保安

基準など）を充分に理解し、これらを守り、製品の安全性を評価

し、品質の維持・向上を図ることにより、お客様が満足され安心し

て使っていただける製品の提供に努めています。

また、近年カーナビゲーションの盗難が急増し、製品自体に装

備されている「暗証番号」や盗難被害・盗品押収に関して警察

からの問合せも増加しています。

このような状況を受け、クラリオンでは盗難被害届と押収品情

報をユーザー登録データや修理データ、地図更新データと自動

照合する「盗難品確認システム」を2006年に立ち上げ、迅速か

つ正確な照会を実施しています。

警察への捜査協力は犯罪に関与した車両に装着されたカー

ナビゲーションに記録された軌跡解析と合わせて年間５０件以

上にも及びます。

商品をご購入いただいたお客様からご提供いただく情報をア

フターサービスや商品開発に役立てています。個人情報の取り

扱いについては、個人情報保護方針を策定し、ホームページに

開示しています。併せて個人情報管理規程を制定し、この規程

に則り、適切な管理運用を実施しています。

具体的には、個人情報保護総括責任者のもと各部門に個人

情報管理責任者をおき、管理しています。また、その管理状況に

ついて、定期的な監査やヒアリングを行い、安全管理の徹底を

図っています。さらに、全従業員に対しては、個人情報保護法を

含めた法令遵守の意識付けのために、定期的に教育を実施し

ています。

情報の漏洩やソフトウェアの不正利用による企業の信頼失

墜、不正アクセスによるシステムダウンなどのリスクを回避するた

め、情報セキュリティポリシーを策定し情報資産の保護をおこ

なっています。具体的には、サーバー室などのエリアの入退室制

限など、物理的対策を実施しています。

情報資産へのアクセスに関しては、パスワードなどの認証シス

テムにより保護を行い、データの暗号化等の技術的対策を実施

しています。

また、情報資産のリスク分析やe-ラーニングによる全社教育を

実施し、セキュリティ意識の向上を図るとともに、毎年情報セキュ

リティ監査を実施し、問題点の早期把握と改善を図っています。

■ 製品への責任

■ 個人情報の管理

■ 情報セキュリティ

貿易管理委員会では、経済産業省管轄の「安
全保障貿易」と東京税関管轄の「特定輸出申
告制度」の管理を行っています。貿易管理の目
的は、国際社会における平和と安全の維持です
ので、まさしく「スーパーマン」と同様です。活動は
日立オートモティブシステムズとも連携し、毎月の
連絡会を通じて情報交換を行っています。今後も
グループ全体の輸出管理レベルの維持・向上を
図っていきます。
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クラリオンは、お取引先との事業戦略・技術戦略・マーケティング戦略でのチームワークを、日本はもとよりグローバル規模
で強化。オープンでフェアな取引を通じて競争力を高め、真のWIN－WIN関係の実現をめざします。さらに近年では、
お取引先と連携して「グリーン調達ガイドライン」を制定。環境にやさしい購買活動を推進しています。

お取引先とともに

適正な取引 雇用

クラリオンでは、購入先との取引において、良識と誠実さをもって

接し、常にオープンでフェアな対応をするよう心がけています。また、

新規お取引先を国内外から積極的に採用し、世界6か国9社のグ

ループ生産会社へ、グローバルな調達活動を展開しています。お

取引先の選定にあたっては、品質や技術開発力だけでなく、環境

配慮やCSRの視点も踏まえています。

お取引先とのコミュニケーションを大切にするとともに、戦略を共

有してお互いの競争力を高め合う関係の構築をめざしています。

クラリオンは、国籍・性別・宗教・人種などの差別を禁止し、さまざ

まな価値観を持った人材の確保・育成をめざしています。また、「クラ

リオングループ行動規範」に掲げているように、各自の人権と人間

性を尊重しています。 

毎年お取引先の表彰制度を実施し、競争力強化のためのお

取引先での改善活動や、高付加価値製品への対応のための提

案などを促進しています。この制度は、年間のQ（品質）、C（コス

ト）、D（納期）、VEC活動*の実績が特に優れたお取引先を表彰

しているもので、2010年度は7社を表彰しました。今後もこのよう

な活動を通じて、お取引先との連携を強化していきたいと考えて

います。
*VEC（Value Engineering  for Customers）活動：日立グループで展開している
VE活動。VEとは、コストや機能に関する諸要因を分析し、お客様の要求する機能
を備えた製品を最小のコストで提供する技法。

（2010年度 採用実績無し）

■ 購買方針 ■ 雇用に対する基本方針

■ お取引先の年間表彰制度

CSRに配慮した購買活動を推進していく上で、お取引先との

連携は欠かせません。クラリオンは、毎年購買方針説明会を開催

し、購買方針に関する説明のほか、CSRの推進と環境配慮に対

する取り組みへのご協力を要請しています。これまで「グリーン調

達ガイドライン」を制定し、お取引先とともに環境に配慮した活動

を推進してきました。日立グループ化に伴ってCSRを推進するに

あたり、「日立グループ CSR活動取り組み方針」を伝えていま

す。2011年6月に開催した国内での説明会は、180社が出席し

ました。また、中国での説明会も定期的に開催しています。 

法令遵守および公正・公平な取引を目的に、定期的に下請代

金支払遅延等防止法に関する外部研修へ購買担当者が参加

しています。2010年度は外部研修に2名が参加しました。

今後も購買活動に関連する法律や購買実務の職能教育に

ついて外部研修やe-ラーニングを積極的に活用し、個々人のレ

ベルアップに努めていきます。

■ 購買取引説明会

■ お取引先との公正取引に関する教育

　 購買方針 
  ● 適正品質・価格競争力・納期適応力
  ● 技術開発力・環境保護・
    CSRに基づく購買政策の強化

　 目 標 
  資材購入総コストの削減

　 方 策 
  1.グローバルな購買政策の推進
  2.グリーン購買の推進
  3.開発段階の総コスト削減
  4.部品品質の向上
  5.CSRの推進

購買方針説明会にて表彰されたお取引先

クラリオンは、自律（立）心旺盛な人を重視した人物本位の採用を行っています。また、従業員一人ひとりが職務に
意欲的に取り組める人事処遇制度を運用するとともに、グローバル思考・ブレイクスルー思考ができる人材の育成を
行うことにより、従業員の豊かな個性とチャレンジ精神を高めています。

従業員とともに

クラリオンでは、「自律（立）心が旺盛な人＝主体的に考え、積

極的に物事に取り組み、好奇心を持って学びとることができる

人」を求めています。人材の採用にあたっては、求める人材像を

重視した人物本位の選考を行っており、学歴や性別、さらに国籍

による差別はありません。選考では、応募者全員に対して面接に

よる人物評価を行い、コミュニケーション力やユニークな発想を

審査しています。評価内容は、内定者へすべてフィードバックし、

透明性のある選考プロセスの確保に努めています。

クラリオンは、障がいを持つ方々の雇用拡大をめざしていま

す。2010年度の障がい者雇用率は、1.9%となっており、法定

雇用率（1.8%）を達成しています。

2007年4月1日の改正男女雇用機会均等法の施行前に、妊

娠・出産等に伴う不利益取り扱いの禁止やセクシャルハラスメント

等の改正のポイントについて、全社に展開を図りました。また、意識

啓発を図るためにマネージャー層を対象に研修を実施しました。

従業員に占める女性の割合は12%と低率ではありますが、基

本方針に基づき、採用において男女の差はありません。女性の採

用比率は、2011年度は27.8%となっています。女性の活躍の場

は設計・購買・営業等さまざまな職種へとますます拡がっています。
■ 求める人材像と多様な価値観の尊重

■ 障がい者の雇用促進

■ 雇用機会均等の徹底

● 新卒の男女採用比率

■ 差別のない全方位型
■ 人物本位
■ 透明性のあるプロセス

さまざまな
価値観の融合

基 本 方 針

私は社内で使用される消耗品やサービス、業務
委託等の間接材購買を担当しています。購買業
務にあたっては、お取引先との信頼関係が何より
も大切です。下請法をはじめとする関連法規の
遵守はもちろん、誠意をもって業務に取り組み、
強い信頼関係を結べるよう心がけています。

長岡　信子
購買部

創業70周年記念イベントの開催

To p i c s  

2010年12月、創業70周年を記念してClarion 
Festa 2010が開催されました。当イベントには、
クラリオングループ社員とその家族が招待され、
約2,000人が祝杯を挙げました。東京ドームシ
ティ プリズムホール内で、ブラジルサンバや大
抽選会、お笑い芸人のライブ等が行われた他、
社員による様 な々ブースも設置され、クラリオン
社員ならではのおもてなしで、盛大なイベントとな
りました。

2009年度入社社員宣誓
社員有志によるクラシック音楽演奏

ブラジル
サンバ体験社長挨拶
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育児休業制度 1子につき1回、休業期間は子が1歳6か月に達す
るまでを限度とする。

介護休業制度 介護事由により通算1年以内の必要な期間

積立休暇制度

付与日から2年を経過した日において失効する年次
有給休暇の未消化分のうち、毎年4日を限度として
積み立てる休暇制度。累計40日を限度とする。業
務外傷病の療養や家族の看護等に要する休暇と
して利用されている。また、積立休暇とは別に家族
の看護休暇が年5日ある。

子育て支援 小学校卒業まで１日２時間の短時間勤務制度

母性保護 産前休暇を産前８週目から取得可

人事処遇制度 人材育成 ワークライフバランス 安全衛生管理

クラリオンは、企業理念の中で「個々の人間性と能力を尊重し、

自由闊達な風土を作る」と謳っています。その理念に基づき、自律

（立）した意識をもって、従業員一人ひとりが職務に意欲的に取り

組めるよう、役割および職責と発揮された能力に応じて評価する

人事処遇制度を整備しています。

クラリオンは、世の中の急速な変化に対応できるプロ集団の育

成をめざしています。会社・部門における「人材」としての戦略的育

成と個人の自主的な活動支援を目的に、さまざまな形で育成を

行っています。

クラリオンは、子育てを行う従業員および家族が介護を必要とし

ている従業員に、仕事と家庭を両立できる環境として、「育児休業

制度」「介護休業制度」「積立休暇制度」を設けています。

また、「次世代育成支援対策推進法」を受け、行動計画を策定

し、層別研修での啓発活動等の取り組みを進め、さらにダイバーシ

ティの考えに立ち制度改正を進めています。

安全衛生委員会を設置し、安全かつ衛生的な職場環境の整

備に努めるとともに、業務上の安全衛生に関する法令等を理解

し、遵守しています。
■ 人事処遇に対する基本方針 ■ 人材育成の基本方針 ■ 子育て介護支援の取り組み

資格等級毎の賃金レンジ制を導入しています。賃金レンジは市

場価値水準を意識したものとなっています。
● 評価制度

半期毎に目標管理による成果の大きさを評価し、年間では仕事

を通じた行動・発揮能力の的確さを評価しています。半期評価は賞

与に反映し、年間評価は賃金および資格昇格に反映しています。

2008年度 2009年度 2010年度

社内公募制度実績 3 名 4 名 5 名

FA 制度実績 2 名 4 名 2 名

クラリオンは、「めざす人材像」実現のために以下のような教育

体系を整備しています。

会社・部門・個人がそれぞれの役割や目的に応じて主体的に活

動し、そのシナジー効果により会社・部門は人材の質的向上を図

り、個人は自らの市場価値を高めます。

● 賃金制度

● 社内公募制度とFA制度

自律（立）型キャリア形成の促進を図るため、本人主導にて役割

を自己選択できる公募制度（自ら役割を選択する機会として本人

の希望に応じた職場異動の手続き）とFA（フリー・エージェント）制

度の導入により社内人材の流動化を促進しています。

● 自己実現の確立
● 自由闊達な風土の醸成
● 自律（立）型人材の育成

役割および職責と発揮された
能力に応じた処遇の実現

● 新しいことへチャレンジする。
● 強い団結力（チームワーク）を持つ。
● 一人ひとりの専門スキルが高い。
● お客様や社会貢献を大切にする。
● グローバルな視点、感覚を持っている。　
● 一人ひとりが仕事を通じて常に成長する。

● 資格制度

役割および職責、能力に応じた資格等級を設定しています。各

資格等級の昇格要件を満たすことで審査（年1回）を経て資格昇

格を決定します。

■ 人事制度 ■ 教育体系

■ キャリア開発支援

ビジネススキル研修 コアスキル研修 専門スキル研修

管理職層 社員の役割に応じ 
必要なスキル、知
識の習得のための
研修

強い団結力やチャ
レンジしつづけるク
ラリオンならではの
文化を育んでいくた
めの研修

職種毎に求められ
る専門能力向上
研修

中堅層

担当層

メンター制度

1人の新入社員（メンティ）に配属部門の先輩社員1人 
をメンターとして設定することで、新入社員の早期自律

（立）化を促進し、社内ネットワーク構築を支援する制度。
クラリオンが日本で初めて導入。

キャリアデザイン
支援

会社生活の節目のタイミングで、自分のキャリアを振
り返ったり、会社を見つめ直すことで、社員が自律（立）
的に今後のキャリア形成を考え、実行する活動の支
援としてキャリア研修を提供。

基 本 方 針

めざす人材像

有給休暇取得促進のため、取得しやすい制度づくりを進めて

います。計画的取得として、連続有給休暇（2日）、アニバーサ

リー休暇（3日）、一斉有給休暇（5日）を実施しています。

安全衛生委員会を毎月定期的に開催し、基本方針に基づく安

全衛生に関わるテーマについて審議しています。

従業員の安全を最優先で確保するとともに、企業の社会的責

任を果たすため、重大災害の発生ゼロを目標に安全対策を講じて

います。2010年度も、重大災害は発生していません。

ライフスタイルの変化に伴い、生活習慣病のリスクが高まって

います。クラリオンは、従業員の疾病等の早期発見につなげるた

め、定期健康診断の完全受診を第一の目標に掲げています。

2008年度から35才以上は医療機関の出張対応による一斉健

診から日帰りドック健診へ切り替え、より精度の高い受診結果が

得られるようになりました。

また、従業員が心身ともに健康な状態であってこそ企業の活

力も向上するものと考えています。そこで、メンタルヘルスのため

の健康相談室（外部カウンセリング）の設置や専門家を講師に

招いた「メンタルヘルスに関する講演会」等を行っています。

2010年度の講演会は約80名が参加し、リスクマネジメント面か

らの必要な知識と対処法に関して学習しました。■ 有給休暇取得日数向上への取り組み

■ 安全衛生委員会

■ 労働災害の防止 

■ 心身の健康づくり

2008年度 2009年度 2010年度

育児休業取得実績 8 名 7 名 9 名

介護休業取得実績 0 名 0 名 0 名

健康管理講演会の研修風景

「安全と健康を守ることは全てに優先する」

基 本 方 針

私は育児休業後、職場に戻りました。当社にはフ
レックスタイムなどの柔軟な勤務が出来る制度が
充実しています。子どもが保育園に入った当初
は、よく熱を出したため、度々保育園から迎えに来
るよう連絡があったのですが、上司や同僚のご理
解・ご協力により、ピンチを乗り切って、現在も仕
事と家庭をしっかり両立しています。

＜メンター： 円谷＞
2009年度入社の赤地さんは、新人当初は心配してしまう
事もありましたが、今では指示以上に応えてくれるまでに成
長しました。
まだまだ経験する事も多いですが、将来グループを引っ張
る人材に成長してくれることと思います。

＜メンティ： 赤地＞
メンターの円谷さんは周囲からとても頼りにされている、憧
れの存在です。性能評価の仕事を任された時は、一つひと
つ丁寧に教えてくれました。
まだまだ未熟な自分ですが、少しでも円谷さんに追いつける
ようにこれからも頑張りたいと思います。

赤地 雅史 孟 文麗円谷 岳人
ITコア開発部 HMI ソフト設計部ITコア開発部
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クラリオンは、人と社会と自然の調和を図り、地球の限りある資源の有効活用やエネルギーの効率的活用など、持続可能
な社会をめざした企業活動を推進しています。今後も、企業理念に基づき、技術面、経済面、人材面などを結集した環境
保全活動をグループ全体で推進していきます。

クラリオンは、環境への取り組みを一層強化するために、

２００８年３月に環境方針を改訂しました。この環境方針に基づ

き、クラリオングループでは、「資源の循環的利用」、「地球温暖

化の防止」、「生態系の保全」を３つの柱として環境保全活動を

推進し、持続可能な社会の構築に貢献する製品とサービス提供

の実現をめざしています。

クラリオンは、環境保全活動を推進するため、2000年に

ISO14001の認証を取得しました。また、海外関係会社では、

2008年３月末までに10拠点でISO14001の認証取得を完了

しました。このように環境マネジメントシステムを構築し、グループ

一体となった環境推進体制を整備しています。環境委員会や全

社機能を横断する４つの専門部会を中心に活動を推進し、国内

各サイトでは、環境マネジメントシステムの適切な実施・維持を把

握するため、年１回の外部認証機関による定期審査と年2回の

内部監査を実施しています。

クラリオンは、環境保全に対する意識を高めるため、全社員を

対象に、体系的に教育を実施しています。
● 環境一般教育

環境管理部署が全社の部署長教育を実施し、その部署長が

中心となって国内関係会社を含めた全社員を対象に年１回以

上の教育を行っています。2007年からはｅ-ラーニングでの研修

も開始し、エコマインドの浸透を図っています。
● 階層別教育

人事・環境管理部署が主催し、部署長から新入社員まで階層

別に環境マネジメントシステム教育を実施しています。
● 内部環境監査員教育

外部研修機関による内部監査員研修と社内の主任内部監

査員による内部監査員研修を実施しています。
● 指定業務従事者への専門教育

法規制上の有資格者や著しい環境側面に関わる業務従事

者を「指定業務従事者」と位置付け、それぞれの職務に専門教

育を実施しています。また、緊急事態にも速やかに対応できるよ

う、定期的に模擬訓練を実施しています。

クラリオンは、環境に関連する主要な法規制やお客様からの

要求事項等をデータベース化し、全社で共有しています。それら

の遵守状況を毎月確認し、さらに環境委員会で全社の評価・確

認を実施しています。また、推進部署では日常の運用において法

や条例が定める基準値からの逸脱、環境に関する事故、苦情、

リスクを洗い出し、自主基準にて管理しています。

環境方針

環境推進体制

教育・訓練について

環境関連法規制等の遵守状況

環境レポート   CSR REPORT

環境方針
クラリオングループは、 環境への取り組みを経営の最重要課題の一つと認識し、

車載情報システムを主体とした設計、製造及び販売の事業活動において
環境負荷低減をめざしたグローバルなモノづくりを推進し、

以下の取り組みにより持続可能な社会を実現する。

１）�当社の製品及びサービスによる環境影響を評価し、環境目
的・目標を設定し、推進するとともに、毎年見直しを行い環
境への負荷を継続的に改善する。

２）�製品における有害物質の削減、省資源化、消費エネル
ギーの低減などの環境配慮型製品・サービスの提供を推
進する。

３）�省エネルギーを推進し�地球温暖化の防止に努める。

４）�廃棄物の減量化とリサイクルを推進し�循環型社会の実現
をめざす。

５）�事業所の緑化や周囲景観の向上を図るとともに、自然環
境の保護や、生態系への影響に配慮する。

６）�事業所の排水、油や有害物質等の漏出による環境汚染の
予防を図る。

７）�環境に関連する法規制及び当社が同意するその他の要求
事項および自主基準などを順守する。

８）�全従業員に�環境方針を周知し教育・訓練により環境保全
に関する知識の向上と啓発を図る。

９）�この環境方針は、社外にも公表するとともに積極的な情
報開示とコミュニケーションを行う。

改訂　2008年3月11日

● 環境マネジメント 
　　　●��環境方針 … P38
　　　●��環境推進体制 … P38
　　　●��教育・訓練について … P38
　　　●��環境関連法規制等の遵守状況 … P38

● 事業活動と環境負荷 
　　　●��マテリアルフロー … P39

● 環境会計 
　　　●��2010年度の集計結果 … P40

● 目標と実績
　　　●��取り組みと実績 … P41

● 製品への環境配慮
　　　●��環境適合製品への取り組み … P42

● 環境保全活動
　　　●��資源の循環的利用 … P43
　　　●��化学物質管理活動 … P43
　　　●��生態系の保全 … P43
　　　●��地球温暖化防止への取り組み … P43

C O N T E N T S

夏　超（チャオ�シャー）
クラリオン中国�総務部�

環境管理部署として、DDCEの環境パフォーマ
ンスを改善するため、環境目的と目標の設定を行
い、その達成に向け他部署と連携し、全力を尽く
しています。
DDCEでは、新規ビジネスとしてエスカッション製
品の生産をスタートしました。我々の工場が中国
の法規やレギュレーションを遵守していることを証
明するため、環境測定を実施しています。

環境マネジメント
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クラリオンは、環境活動をより効率的に推進し、継続的改善をしていくため2002年度から環境会計を導入しました。環境省の
「環境会計ガイドライン」に準拠した「クラリオンの環境会計ガイドライン」に基づき集計・公開し、2005年度から海外に対象
を拡大しています。環境情報を積極的に公開することで、クラリオンの環境保全活動を理解していただけるよう努めています。

クラリオンでは、国内のグループ会社を含めた環境負荷を把握し、グループ全体で環境保全活動を推進しています。また、
これまでの活動にかかわる費用と投資額を把握し、環境経営評価のツールとして活用するために、環境会計を導入してい
ます。

について、エネルギーや化学物質の使用量などのインプットデー

タと、CO2、廃棄物の排出量などのアウトプットデータをまとめたも

のです。今後も継続的に収集・分析を行うことで効果的に環境

負荷を削減していきます。

クラリオンは、事業活動に伴う環境負荷について把握、分析

し、環境保全活動の向上を積極的に推進しています。このマテリ

アルフローは、国内のクラリオングループが発生させる環境負荷

2010年度の集計結果マテリアルフロー

フランシスコ　メレンデス
クラリオンメキシコ 品質保証部

効果の内容 環境保全効果を表す指標
（単位）

国　内

環境負荷
環境保全

効果2008
年度

2009
年度

2010
年度

事業エリア内
コストに対応する
効果

事業活動に投入する資源に
関する効果

電力使用量（千kWｈ） 18,982 17,798 14,734 3,064

燃料使用量（原油換算㎘） 471 498 439 59

事業活動から排出する環境
負荷および廃棄物に関する効果

ＣＯ２排出量（t-CO2） 6,843 6,709 6,693 16

廃棄物最終処分量（t） 5 3 2 1

上・下流コストに
対応する効果

事業活動から産出される
財・サービスに関する効果

リサイクル量（t） 989 761 835 △ 125

リサイクル率（%） 99.5 99.6 99.8 −

海外4サイトを 
含む環境負荷

2010年度

21,418

593

20,365

547

−

−

● 環境保全コスト（国内）

● 環境保全効果

（百万円）

● 対象期間／２０10年４月１日〜２０11年３月３１日
● 集計対象範囲／クラリオンおよび国内外関係会社
　　　　　　　  （国内4サイト、海外主要生産会社4社）

● 経済効果（国内） （百万円）

メキシコにあるELECLAでは、自然保護活動の一環として、植林を通じた
環境再生に貢献するため、従業員だけでなくその家族も参加しています。
冬になると毎年、カナダから“Monarch Butterfly”と呼ばれる何千もの蝶
が低温を逃れ飛来する美しい国立公園に、4ヘクタールの植林を行うプロ
グラムを現在展開中です。現在までのところ、5,000本以上の松などを植
樹しました。これは、従業員およびその家族の熱心な参加により達成された
ものです。

項　目 効果の
主な内容

2008
年度

2009
年度

2010
年度

事業活動に投入する
資源に関する環境
保全効果

水道光熱費・
コピー・ＥＤＰ
用紙購入など

△94 55 △35

事業活動から
排出する環境負荷
および廃棄物

一般・産業廃棄 
物処理費用など 23 △2 2

事業活動から産出
される財・サービスに
関する効果

軽量化による
効果など 67 54 40

輸送その他に関する
保全効果

ガソリン・軽油
使用量など 23 △1 △1

有価物等の売却益
有価物・廃棄物
リサイクル
売却益

9 15 20

合　計 28 121 26

項　目 効果の主な内容 2008
年度

2009
年度

2010
年度

事業エリア内コスト 86 78 70 

上・下流コスト グリーン調達費用・ 
容器包装リサイクル費用など 1 0 11 

管理活動コスト 認証取得・維持費用・ 
教育費用など 3 15 15 

研究開発コスト 製品・製造工程の環境負荷低減 
軽量化など 8 7 7 

社会活動 自然保護、緑化、美化など 0 1 10 

環境損傷対応コスト 土壌改善対策など 0 0 0 
費用合計 98 101 113

投資合計 33 1 0 

環境会計事業活動と環境負荷

＜対象範囲＞
● 国内の対象は次の4 サイトです。

＜対象期間＞
● 対象期間は次のとおりです。

　２０１０年 4 月1日〜２０１１年 3 月31日

■ 東京サイト（東京都文京区）
　●クラリオン株式会社 白山分室
　●クラリオンセールスアンドマーケティング株式会社
　●クラリオンアソシエ株式会社

■ 埼玉サイト（埼玉県さいたま市）
　●クラリオン株式会社 本社・技術センター
　●クラリオンセールスアンドマーケティング株式会社
　●クラリオンアソシエ株式会社

■ 福島サイト（福島県郡山市）　　
　●クラリオン株式会社 郡山分室
　●クラリオンマニュファクチャリングアンドサービス株式会社

■ 座間サイト（神奈川県座間市） 
　●クラリオン株式会社 座間事業所
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クラリオンは、環境保全の観点から環境適合製品の拡大に努めています。製品の材料・部品・製造工程・物流、お客様の
使用段階、廃棄・リサイクルまでのライフサイクル全体を評価するため、自主的に定めた環境アセスメントを開発段階から
実施し、その結果に基づき環境マークを表示しています。

クラリオンでは、当社の事業活動が社会や環境と深くかかわっていることを認識し、社会、環境に優しい取り組みを推進し
ています。

環境適合製品への取り組み取り組みと実績

クラリオンは、開発段階から自主的評価基準である設計評価

8項目による環境アセスメントを実施しています。製品ライフサイ

クル全体を通して環境影響を評価するLCA（ライフサイクルアセ

クラリオンでは、環境配慮型製品の提供を促進するため、減

量化、長寿命化、再資源化、分解容易化、環境保全性、省エネ

ルギー性、情報提供、包装材の評価の8項目の環境アセスメント

を実施しています。特に当社独自の基準を満たした市販製品は、

環境配慮型製品として認定し、環境マークを表示しています。

（※1）製品の設計段階で環境アセスメントの8項目に基づき製品ライフサイクルの
各段階における環境負荷を定量的に評価

● 環境アセスメント8項目（例）
１.減量化

2.長寿命化

3.再資源化

4.分解容易化

5.環境保全性

6.省エネルギー性

7.情報提供

8.包装材の評価

（※4）リサイクル率
廃棄物分別状況のパトロール、教育・啓発の推進や有
価物の拡大等を実施

（※2）4台入りマスターカートンからパレットサイズのスキッド梱包に変更

（※3）福島サイト CO2排出量
2009,2010年度は工場集約、景気の影響を受け変動

クラリオンは2007年6月に発効したREACH規制への対応を

進めています。REACH規制は、欧州内で流通するほぼ全ての

化学物質の安全評価を義務付け、その化学物質の情報を登

録、評価することにより、化学物質が「人」や「環境」に与える影

響の最小化と化学物質管理に関する企業責任を明確化するこ

とを目的としています。クラリオンではJAMAシート※を使用し含有

物質情報の把握を進めています。

クラリオンは、グリーン調達活動の推進をしています。 この活

動により、製品ライフサイクルすべての段階での積極的な環境

負荷低減をめざしています。さらに環境負荷の少ない物品の調

達を推進するために、2010年に「グリーン調達ガイドライン」を改

訂し、各種の法規制や業界の基準に適合した製品づくりをサプ

ライヤーと協力して推進しています。

クラリオンは、世界初の車載用フルデジタルスピーカーを開発

しました。このスピーカーにより、デジタル音源の持つ情報を余す

ことなく再生し、完全デジタルの全く新たなカーオーディオシステ

ムを実現できるとともに、駆動電圧を従来の半分以下、消費電力

を約1/8に抑えるなど大幅な省電力を実現できます。今回開発し

たスピーカーにより、省電力が求められる電気自動車、ハイブリッ

ド車、アイドリングストップ車等に最適な高音質カーオーディオシ

ステムの製品化をめざしています。

スメント）に取り組むことで、環境負荷を低減する製品の開発をめ

ざしています。

また、欧州REACH規制等の国内外の法規制や自動車メー

カーからの要求に対応できるように、原材料の調達段階でのグ

リーン調達の推進等、開発段階から規制物質を排除した、環境

に配慮した材料・部品の採用を促進しています。

■ 環境適合製品の開発

■ クラリオン環境マークの表示

■ REACH規制への対応

■ グリーン調達の推進

■ 車載用フルデジタルスピーカーの開発

● 環境マークが表示された製品事例

● 音楽再生時の消費電力比較
HDDナビゲーション 
NX810

SDDナビゲーション 
NX710

目標と実績 製品への環境配慮

※ JAMAシート：JAMA（日本自動車工業会）とJAPIA（日本自動車部品工業会）の両者にて標準
　 化された成分調査用データシート

評価
A…計画達成、良好な状態の継続
B…一部計画に未達成あるいは継続中
C…計画未達成および問題発生

チャバ　スダ
クラリオンハンガリー 品質保証部

ハンガリーにあるCHEでは、生産拠点として、RoHS、REACH、
ELVに代表されるEU指令に基づく法的規制遵守に直接関わっ
ています。当然、サプライヤーにもこの取組みに参加してもらって
いますが、現在は、原材料だけでなく、例えば、事務用品、清掃、
造園業者など全てのサプライヤーにも活動を広げています。また、
私たちは、小学校・幼稚園・保健所の修復活動を従業員とともに
継続しており、その活動はクラリオンブランド表彰も受賞しました。
従業員やその家族向けに社内環境新聞を無償配布し、家族を含
めたより多くの従業員が参加できるよう活動しています。

デジタルスピーカー
アナログスピーカー

テーマ 2010 年度目標 2010 年度活動実績 評価 2011 年度目標

エ
コ
プ
ロ
ダ
ク
ツ

環境適合設計

製品アセスメントの促進 A/Bランク（新規）機種への 100％実施（※1） A 製品アセスメント対象の拡大

環境配慮製品の開発推進 エコ情報機能付きOEM機種開発（1モデル） A 環境配慮製品の開発

梱包材料 /輸送方法改善 海外向けダンボール使用量削減（12%減）（※2） A 調達部品へのミルクラン実施

取扱説明書の電子媒体化 欧州 /北米市販製品で実施 A

規制化学物質
欧州 RoHS適用除外品切替 樹脂可塑剤含有の PCV使用状況確認 A 欧州 REACH SVHC品切替推進

REACH対応の体制構築 欧州 REACH規制への対応実施 A 欧州 REACH規制への対応実施
エ
コ
フ
ァ
ク
ト
リ
ー

地球温暖化防止 CO2排出量 12%削減
（福島サイト1990年度実績比）

14.3%減（※3）
（ただし、前年度比 11.2ポイント悪化） B CO2 排出量基準年度 6%減

（福島サイト 2005 年度比）

廃棄物削減 ゼロエミッションの推進継続 リサイクル率  99.8%（※4） A ゼロエミッションの継続維持

エ
コ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
他

環境 ISO 環境 ISO認証維持 第三者認証機関による審査実施 A 環境 ISO 認証維持

環境教育 環境教育の充実 環境 e-ラーニング実施 受講率 98％ A 社内層別教育の実施

環境情報 顧客要求充足 顧客製品環境調査回答率 100% A 顧客製品環境調査回答率 100%

環境保全 郡山土壌改善工事後の水質 モニタリング継続実施 A モニタリング継続

環境社会活動 緑化維持 さいたまロードサポート制度に登録を行い、
本社前の植え込み緑化維持（※5） A 地域コミュニケーションの継続

（※5）さいたまロードサポート制度
地域社会環境貢献の一環としてさいたま市が推進する

「さいたまロードサポート制度」に登録し、本社・技術セ
ンター前市道の清掃美化活動を定期的に実施
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クラリオンは、廃棄物削減活動、化学物質管理活動、生態系の保全活動、地球温暖化防止活動などさまざまな環境保全
活動を通して、事業活動に伴う環境負荷の低減に積極的に取り組み、社会の一員としての責任を果たしていきます。

日立グループでは、国内で2010年度にCO2総排出量を12％

削減（1990年度比）、または生産高CO2原単位２５％削減とい

う2つの削減目標を掲げて活動しています。クラリオングループが

２０10年度に使用した全エネルギーをCO2排出量に換算する

と、6,693ｔ-CO2でした。２００７年度から旧ザナヴィ・インフォマ

ティクスの排出量を加えているため２００６年度に比べ排出量は

増加しています。2010年度は、水戸事業所の郡山生産移管に

よりCO2排出量は減少しました。

今後も、生産プロセスの見直しや省エネ機器の導入、作業環

境の地道な改善活動により、削減を一層推進していきます。

CO2クレジット付国際航空輸送サービスを利用することにより、

新たな環境配慮への取り組みを行っています。これは、国際航空

輸送サービスの利用に併せて京都メカニズムに基づくCO2クレ

ジットを調達し、日本政府の償却口座へ移転・償却するものです。

■ CO2排出量の削減活動

■ CO2クレジット（排出権）の利用

クラリオンは、循環型社会の実現のため、事業活動から発生

する廃棄物の総排出量の削減に加えて、リサイクル活動を推進

しています。当社では、ゼロエミッションの定義を「サイトからの廃

棄物を99％以上リサイクルなどをし、最終処分量を1％未満とす

る」と決め、取り組みを進めています。また、製造プロセスの改善

や排出物を分解することにより、不法処理のリスクを低減し、マ

テリアルリサイクルを推進しています。

廃棄物分別状況のパトロール、教育・啓発の推進や有価物

の拡大等を実施し、２０１０年度では、排出物の９９．８％がリサイ

クルされました。より高度なリサイクル化や製品への再資源化技

術を推進し、さらなる環境負荷低減に取組んでいきます。

クラリオンでは、環境汚染リスクの低減や法規制遵守を目的

に、教育・啓発活動を通じた化学物質管理を徹底しています。ま

た、生産時に使用する化学物質排出量の削減に可能な限り努

めるとともに、環境負荷の少ない化学物質への切り替えを積極的

に進めています。現在、使用量・排出量の多いはんだ、廃油、VOC

（揮発性有機化合物）対象物質を中心に活動を進めています。

クラリオンは、地球温暖化防止の取り組みとして、全社の省エ

ネルギー活動の中で、特に電力使用量および燃料使用量の削

減を推進し、CO2排出量の低減を図っています。さらに、環境を

重視した効率的な輸送にも積極的に取り組むとともに、製品に

おけるCO2排出量の削減活動の取り組みを検討し、地球温暖

化防止に貢献しています。 

資源の循環的利用 生態系の保全

化学物質管理活動 地球温暖化防止への取り組み

クラリオンでは、PRTR法（化学物質排出把握管理促進法）の

報告義務以下の少量の化学物質であっても、その使用量や排出

量を把握するシステムを運用しています。2010年度はクラリオン

の国内事業所全体でPRTR法対象化学物質の全取扱量が

955kgありましたが、取扱量が報告義務以下のため届出対象とな

るものはありませんでした。PRTR法の対象とならない化学物質に

ついても、その使用量・排出量を管理し、削減に取り組んでいます。

エコファクトリー部会の環境協働活動として、6月に猪苗代

湖・裏磐梯湖沼水環境保全対策推進協議会主催の猪苗代湖

清掃活動に参加しました。クラリオンは、猪苗代湖の水質改善

および生態系の保全活動を積極的に推進しています。

クラリオンでは、保有している社有車に電気自動車（日産・リー

フ）の採用を開始するとともに、電気自動車用充電ステーションを

設置しました。電気自動車の

導入によりCO2排出量削減に

努めるとともに、今後も、環境

に配慮した企業活動を推進し

ていきます。

福島サイトの敷地の一部を緑化してビオトープ「Clarion ECO 

Garden」を整備し、約７００本の植樹を行いました。従業員やその

家族の憩いの場として、また生物多様性保全策として役立ててい

ます。さらに、来年からは桜

の開花時期に合わせ、地

域住民への一般開放も予

定しています。

■ PRTR法対象化学物質の対応

■ 猪苗代湖ボランティア清掃活動への参加

■ 社有車に電気自動車を導入

■ Clarion ECO Gardenの整備

私は、品質保証推進室で、主にISO/TS16949
とISO14001システムの維持を担当しています。
環境側面として、新しい従業員の環境意識育成
のためには、まず環境教育を行う必要があります。
また、廃棄物の削減やマテリアルリサイクル推進
など、毎年、環境目的・目標の作成を関係部署に
要請し、環境マネジメントシステムの維持に努め
ています。

（エヴァ タン）
クラリオン中国 品質保証推進室 

2007年8月からクラリオングループの拠点として、環境と省エ

ネに配慮した新社屋が稼動しました。躯体蓄熱空調方式をはじ

め自然通風システムやセンサーによる自動調光システムなど、省

エネ設備の積極的な導入を図っています。また、マイカー通勤を

原則禁止とし、公共交通手段の利用に変更しました。これによる

副次的な効果として、CO2排

出量が約124ｔ削減されたこと

になります。
（出典：ECCJ（財）省エネルギーセンター）

● CO2排出量（全エネルギー）

● 廃棄物排出量・リサイクル量

※CO2クレジットの調達および日本政府の償却口座への移転・償却は日本通運の
エコツウＡＷＢを利用

タイプ：京都メカニズムクレジット/CER
プロジェクト：インド・カルナタカ州風力発電
プロジェクト
[NSL27.65MW]Wind Power Project 
in Karnataka, INDIA
国連ＣＤＭ理事会
登録番号：0998

また、CO2クレジットの調達により調達元のプロジェクトである

インド・カルナタカ州の社会インフラにも間接的に貢献したことに

なります。

クラリオンでは、物流におけるCO2の削減のため、以下の活動

に取り組んでいます。

■ 物流におけるCO2排出量の削減

1ケース当たりの入数を増やしたり、個装カートン梱包からパレット梱包へ変
更する等の荷姿改善活動に取り組み、コンテナへの積載率改善を図ってい
ます。また、日々の物量情報を収集し、トラックの車種手配（4t車・10t車）をフレ
キシブルに行い、トラックの高積載率化を図っています。

2．積載率の改善

1．モーダルシフトの推進
トラック輸送は環境への影響が大きく、大気汚染等の問題が考えられま

す。遠距離トラック輸送については、自動車メーカーと共同で鉄道・海運輸送
に転換する等のモーダルシフトを推進しています。

4. 巡回集荷（ミルクラン）と共同輸送の推進

5. 廃棄ストレッチフィルム・廃棄ダンボールの低減

各々の企業が個別に輸送すると、環境への影響が大きくなります。そのた
め、他企業と連携し、巡回集荷（ミルクラン）や共同輸送に積極的に取り組ん
でいます。

入出荷作業において大量に発生する廃棄ストレッチフィルムを専用圧縮
機使用により、ゴミ排出量を削減しています。使用済みダンボールについても
専用機にて短冊状に裁断し、梱包緩衝材として再利用しています。また、自動
車メーカー納入向け「通い箱」の防塵用ダンボールの蓋をダンプラ（プラスチッ
ク製ダンボール）に変更して繰り返し使用し、廃棄ダンボールの低減を図って
います。

環境保全活動

3．コンテナ・ラウンドユースの推進
輸入貨物を降ろした後に空のまま返却されていたコンテナを、同地域向け

の輸出貨物の輸送に転用して、往復輸送することによりCO2排出量の削減
を図っています。
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クラリオンレポートは、「会社概況」と「ＣＳＲレポート」で構成されております。クラリオンの「企業力」をお伝えするとともに、
クラリオンのＣＳＲ（企業の社会的責任）に対する取り組みをわかりやすく報告することを目的に編集しています。

● 報告対象範囲
クラリオン株式会社および国内・海外連結子会社

● 報告対象期間
２０10年度（２０10年４月１日から２０11年３月３１日）の実績。一部に２０11年度の事象も含めています。

２０12年
● 次回発行予定 

< URL ＞ http://www.clarion.com/jp/ja/company/effort/index.html

愛知 正人、赤松 絵里子、上原 章子、岡﨑 直子、
金澤 敦子、後藤 圭希、堂出 祐加、中原 史江、
野波 伸壽、藤枝 照久、茂木 憲司、吉田 綾子　

（五十音順）

◎ お問合せ先

■ 会社概況については、広報室までお問い合わせ下さい。
■ ＣＳＲレポートについては、CSR推進室までお問い合わせ下さい。

ＴＥＬ: ０４８−６０１−３７00（代表）

● 編集方針 

◎ 編集委員 
   （クラリオンレポート2011編集プロジェクト）

◎ このレポートの内容は、インターネットでもご覧になれます。

クラリオン株式会社 本社事務所 

2011年度のクラリオンレポートの特徴は、これまでと同様、株主・投資家、顧客、地域
社会・住民、取引先、従業員というステークホルダーにバランスのとれた目配りをし、かつ一
貫した活動を行っていることを喧伝するのではなく、落ち着いたトーンで表現していることで
ある。それを根幹で支えているのが、「音と情報と人間のより良きつながりを追求し、価値あ
る商品を生みだす」という基本理念へのこだわりである。

企業の活動は時にぶれる。それは企業理念がまるで額縁の中に納まり、社員の意識
の中に根付いていないことに起因する。今日では収益性ばかりを追求していては、持続可
能な企業成長を実現することはできない。レポートでも謳われているように、「価値ある企業」
とは、利益を追求するばかりでなく、社会全体から信頼され必要とされる企業のことを言う。
こうした「価値ある企業」へ向けた取り組みや努力が随所に紹介されており、評価できる。

また一貫したコンプライアンスへの取り組みも向上し、推進体制も充実してきていること
も多としたい。コンプライアンス向上活動に終わりはない。

今回の東日本大震災は企業のＣＳＲの在り方に一石を投じた。被災した東北地方に
は自動車関連を始めとする有数のものづくり企業が活動していた。それらが被災し、サプラ
イチェーンが寸断された。とりわけ自動車業界は突然、危機に直面した。直接被災したメー
カーもあり、また取引先が被災したケースも多くあった。その際の企業や組織や社員の行動
はどうであったか。俊敏な対応ができたか。日ごろの訓練が有事に活かされたか。社員一丸
となった対応ができたか。

今回の大震災は未曾有の惨事であっただけに、レポートの中でもっと震災対応の行動
や取り組みが紹介されると良かったと思う。いま、企業にとって「危機」は避けえない。いかな
る企業もおよそ「危機」と無縁ではない。持続可能性を高めるには、「危機の経営」が重要
となる。ぜひ危機の経営を磨いていただき、今後はそれをレポートに反映してもらいたい。

ハイブリッド車や電気自動車が主流となりつつある現代では、車載情報端末の果たす
役割はますます大きくなっている。エネルギーフローの情報をはじめ、従来車にはなかった情
報の表示やさまざまな制御が、車載情報端末に期待される。その意味で、これからの車作り
の中心的な部分を車載情報端末が担うことになる。

また今回の大震災で幾多の車が津波で流されているのを見て、車載情報端末の果た
せる役割の潜在的大きさを強く感じた。平時のみならず、危機時に車載情報端末がどのよ
うな役割を果たすべきなのか。車載情報端末の未来は広く深い。ぜひ、そうした期待に車
載情報端末のリーディング・カンパニーであるクラリオンには応えていただきたいし、またそれ
らの構想をレポートで語ってもらうことを期待したい。

同社の磨きぬかれた技術力により、そしてより進化したＣＳＲ経営を通して、クラリオン・
ブランドをより磨きあげ、日本そして世界に貢献して欲しい。

「クラリオンレポート 2011」第三者意見

伊藤 邦雄
一橋大学教授
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